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先月は，新型コロナウイルスの国内での流行状
況，そのもっとも簡単な数理モデルである SIR
モデルと，その振舞いから導かれる対策の紹介を
しました。

このように非常に急速に事態が進んでいるの
で，科学のこの号が皆様の手元に届くころに
どうなっているかの予測は簡単ではありませ
ん。もちろん，単純な予測は，現在の指数関
数的な増加率がそのまま続く，ということで，
その場合東京では 4月の終わりはほぼ 30日
後ですから，2倍になるのが 6回続いて 64
倍，つまり，今は東京都で 400人程度が累
積の確認された感染者数なのが，東京都だけ
で 2万 6000人程度となり，現在のヨーロッ
パやアメリカと同じような危機的な状況にな
っています。

と書いたのですが，5月 2日時点で東京都の検査
陽性者は 4477人と，3月末の 10倍程度にとど
まっています。しかし，東京都においては検査実
施人数が東京都の公式情報＊1で同じ 5月 2日まで
で 1万 1691人と非常に少なくなっており，検査
陽性者数が実際の感染者数を反映しているのかど
うかはよくわからなくなっています。

東京周辺をみると，神奈川，埼玉，千葉は累計
で 1000人近く，東京と同様の傾向ですが，茨城，
栃木，群馬はずっと少なく，指数関数的に増えて
いる，という状況ではないようにみえます。

4月 7日に東京および埼玉，千葉，神奈川，大
阪，兵庫，福岡の 7都府県には緊急事態宣言が
だされ，4月 16日には全国に拡大，さらに 5月
3日時点では 5月 31日まで延長の模様と報道さ
れています。この緊急事態宣言は新型インフルエ
ンザ等対策特別措置法を根拠とするもので，緊急
事態宣言がでると，特定都道府県知事は住民に外
出の自粛を求めたり，学校，社会福祉施設，興行
場等に使用制限等を要請することができる，とな
っています（45条 1および 2）。

このため，大学を含めて学校は休校ないしリモ
ートによる授業にはいっています。その他，例え
ば東京都の発表＊2をみると，遊興施設，劇場，ま
た様々な商業施設が対象になっていますが，通常
の事務所・工場は基本的に対象外となっています。
もちろん，多くの企業でリモートワークに切り換

今月も前回につづいて新型コロナウイル
スの流行状況をみます。現状では東京都
の感染者データがあまり信用できません
が，そのことを含めて，東京都では感染
拡大が続いているとみるべきで，対策強
化が必須でしょう。政府専門家会議の
「見解」は，一貫して直近での実効再生
産数を過小評価するものとなっています。
対応が直ちに必要でしょう。
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＊1―https://stopcovid19.metro.tokyo.lg.jp/
＊2―https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/1007617/1007679.
html
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えるなどの対応はなされていますが，どの程度徹
底されていて，どの程度の効果をあげているのか，
よくわからない，という状況にみえます。

現状をまとめると，まず東京については，緊急
事態宣言に伴って様々な施設がクローズし，また
外出自粛などもなされています。しかし，効果を
あげているかもしれないがあまりはっきりしない，
ということになります。理論上，前回議論した
R0が 1を大きく切るようなところまで対策が効
果をあげたなら，もっと急速に新規感染者数が減
ることが期待されますが，そうはなっていないよ
うにみえるからです。東京の新規感染者数は 4
月 11日および 17日に 200名近い最大値を記録
しましたが，5月 1日になって 165名とあまり変
わらない数字を記録しており，検査が十分に行わ
れていないようにみえることを考えると，感染が
拡大している可能性も否定できません。

一方，当初に緊急事態宣言がだされた 7都府
県と，北海道，愛知，京都といった感染者数が
300を超えるような地域を除くと，日本の他の諸
地域では大きな流行にはいたっていないようにみ
えます。残り 37県のほとんどで，検査数に対す
る陽性数の割合は数パーセントで，東京のように
累計で 40パーセント近いという状態ではないか
らです。

人口比でも，日本の全人口の 7パーセント強
の東京都に検査陽性者の 30パーセント程度が集
中しており，日本全体というより大都市とその周
辺の問題が大きいことがわかります。前回のまと
めで

外出禁止，すべての学校の休校，すべての企
業などへの出勤の禁止，というレベルの対応
を迅速に行うことが東京圏では必須である。

と書いたのですが，現在のところ東京圏での対応
は十分ではなく，感染の拡大を抑えきれていない，
というのが現状であるようにみえます。

なお，こう書くと東京を始めとする大都市の対
応に問題があったようにみえるかもしれませんが，
これは日本だけの傾向ではありません。アメリカ
でも，ニューヨーク市だけで 17万人の陽性者が
でており，アメリカ全体の 116万人の 15パーセ
ント近いですが，人口は 2.6パーセント程度でし
かありません。人口稠密な大都市には感染拡大が
おきやすい条件がそろっている，ということでし
ょう。

前回では，政府の新型コロナウイルス感染症対
策専門家会議およびクラスター対策班のメンバー
である押谷仁氏（東北大学大学院医学系研究科）による
「COVID-19への対策の概念」＊3を検討し，クラ
スター対策の考え方の問題点をみました。今回は，
専門家会議の見解をみていくことにします。

ここでは，特に，R（実効再生産数）の推定値に注
目します。これは，前回みたように，この値が，
感染が拡大するか収束するか，をしめすので，実
際の値はどうか，それをどう政府の委員会が認識
しているか，が極めて重要だからです。なお，専
門家会議の資料では実効再生産数という言葉を使
っていますが，SIRモデルをみる限り，R0と R

の区別に意味が発生するのは，回復者や感染者の
全人口に対する割合が無視できなくなったところ
であり，4月現在の日本はまだそうではないとす
れば，2つを区別する意味はありません。

3月 9日資料＊4に，実効再生産数の文字があり
ます。内容は

また，実効再生産数（感染症の流行が進行中
の集団のある時点における，1人の感染者か
ら二次感染させた平均の数）は日によって変
動はあるものの概ね 1程度で推移していま
す。

というものです。ここではデータは何もなく，極

＊3―https://www.jsph.jp/covid/files/gainen.pdf
＊4―https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000606000.
pdf
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めて重要な判断ですがどのようにしてなされてい
るのかはまったく不明です。さらに

北海道での対策については，北海道での緊急
事態宣言から少なくとも約 2週間後からで
なければその効果を推定することが困難です。
その後，複数の科学的な指標（感染者数の変
化，実効再生産数，感染源（リンク）が明確な
患者数）を用いて，約 1週間程度かけて，こ
の対策の効果を判断し，3月 19日頃を目途
に公表する予定です。

とあるので，3月 19日資料＊5をみてみましょう。
北海道の話は省略して，日本全体についてみると，
以下のように書かれています。

図 2に示したように，日本全国の実効再生
産数は，日によって変動はあるものの，1を
はさんで変動している状況が続いたものの，
3月上旬以降をみると，連続して 1を下回り
続けています。

この根拠になる「図 2」を図 1に示します。実
効再生産数 Rは網掛けをともなった曲線（原図では

「青い線」）で，確かに 3月にはいってから 1より小
さくなっています。しかし，2つの問題がありま
す。
（1）そもそもこの値はどうやって計算されたも
のか

（2）「3月上旬以降 1以下」は本当か
（1）の問題はより重要なのですが，まず，答が
明らかな（2）のほうをみます。確かに，Rは 3月
にはいってから 1以下ですが，そのままどんど
ん小さくなって，3月 12日にはゼロになります。
これが本当なら，流行は 3月中に収束している
はずで，5月 3日現在で国内でほぼ 1万 6000人
もの感染者が発生しているはずはないですから，
なにかおかしいわけです。

なぜおかしくなるかというと，Rを計算するベ
ースになっている「感染者数」が，「感染日」に
もとづいているからです。つまり，例えば 3月
18日に 44名の感染者が確認されたとして，その
人たちはこのグラフでは 3月 18日ではなく，推
定される「感染日」に割り当てられています。そ
れはもちろん 3月 18日より前です。言い換える
と，3月 18日の「感染者」の本当の数は 3月 18
日にはわからないわけで，おそらく 2週間程度

＊5―https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000610566.
pdf

図 1―新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 3月 19日資料＊5図 2
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たってからわかるということになります。

つまり，図 1の，直近である 3月以降のデー
タはまだ確定した数字ではなく，必ず本当の数よ
り小さくなるのです。その結果，3月 12日には
感染者も Rもゼロになっています。

極めて信じ難いことですが，「専門家会議」は，
まったく意味がないデータをもってきて，

3月上旬以降をみると，連続して 1を下回り
続けています

という見解をだした，ということになります。

4月 1日資料＊6をみると，その時点までのデー
タで再計算された Rのグラフがあります（図 2）。
図 1と図 2を比べると，3月にはいってからは基
本的にあってない，ということがわかります。こ
れは上に述べた理由から極めて当然のことで，図
2も 3月 10日以降は Rが小さくでていると思っ
てよいでしょう。

しかし，この見解の本文には
日本全国の実効再生産数（感染症の流行が進
行中の集団のある時刻における，1人の感染
者が生み出した二次感染者数の平均値）は，
3/15時点では 1を越えており，その後，3月
21日から 30日までの確定日データに基づく
東京都の推定値は 1.7であった。今後の変動
を注視していく必要がある。

と，3月 15日の数値に意味があるとみなしてい
るとみえる記載があり，この見解を作文した人は
データの意味がわかっていないように思われます。

さらに 5月 1日になって新しい資料＊7がでまし
た。図 2と図 3を比べると，4月 1日資料の図 2
では 3月 17日以降はまったく値が違い，Rを過
小評価していることは明らかです。つまり，過小
評価されることが明らかなデータにもとづいて専
門家会議の 4月 1日見解は作文されていたとい
うことになります。

＊7―https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000627254.
pdf

図 2―新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 4月 1日資料＊6から，日本全体での感染者数と実効再生産
数

＊6―https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000617992.
pdf
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さて，5月 1日資料の見解はどうでしょうか？
図 3には以下の長い注意書きがついています。

実効再生産数の推定においては右側打ち切り
を考慮した推定を実施しているが，潜伏期間
と発病から報告までの遅れのため，直近 20
日間は推定感染者数と実効再生産数を過小評
価する可能性があるため，データを省略して
いる。

ここに書かれていることはかなり意味不明で，
最初の節では，「右側打ち切りを考慮した推定を
実施している」と述べています。これは，5月 1
日資料だけでなくそれ以前のものでも，ちゃんと，
将来発見される感染者の分を考慮して推定してい
る（したがって我々の数字は間違っていない）という主張で
あるという以外の理解は困難です。一方，「直近
20日間は……データを省略している」とあり，
これはこれまで行われていなかったのですから，
これまでの資料でも同じように「直近 20日間」
の推定値をみてはいけない，ということになるで
しょう。

実効再生産数の推定では，もちろん現在に近い
ところがもっとも重要です。2カ月前にどうだっ
たかはあまり意味がなく，推定可能な限りにおい

て現在に近いほど，現在の状況を知る手がかりに
なるからです。この，もっとも重要な値について，
突然，「直近 20日間は……データを省略してい
る」と書くのは，これまでの見解は間違った理解
にもとづいていた，と書いているに等しいわけで
すが，明確にそのような理解の変更があったとは
どこにも述べられていないので，専門家からのメ
ッセージとしては，大きな混乱をまねく，問題の
大きいものです。

さて，既に述べたように，現状での問題は，日
本全国というよりむしろ東京圏です。専門家会議
資料＊7では，東京について同様なグラフ（図 4）を
だしています。

なお，この資料の「全国」は東京を含んでいな
い可能性がある，ということがけんもねずみさん
（@kenmo_economics）の分析により明らかになってい
ます。

図 4から，もちろん直近が一番重要なので，
以下のように議論しています。

また，4月 10日の実効再生産数は 0.5（95％
信頼区間：0.4, 0.7）に低下し，1を下回った。
4月 10日時点のみならず，引き続き，実効

図 3―5月 1日資料＊7における図 2と同じ趣旨のグラフ
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再生産数の水準がこのまま維持されるかを注
視していく必要がある。

しかし，実際に図をみると，4月 13日くらい
でほぼゼロになる非常に怪しい挙動を示していま
す。そうなっている理由は簡単で，推定された感
染者数（棒グラフ）がほぼゼロに落ちているからです。
この推定は正しいでしょうか？ 以下，正しいと
は極めて考えにくいことを示します。

図 5＊8に，東京での日ごとの検査陽性者の数の
推移を示します。5月 1日に 165人と多いですが，
それをいれない，4月 21日から 30日までの 10
日間でも，検査陽性者はおよそ 900人です。感
染日から検査で陽性が確定するまでの日数は，こ
の 2つのグラフのピークの位置の差からおよそ
15日ですから，この 10日間に陽性確定となった
人々は，4月 10日を中心とする，両側 5日より
もうちょっと広い何日かの間に感染した，という
ことになります。広い，といっても，10日間以
上を合計してよいわけではなくて，10日分にな
るような確率密度関数を考える必要があります。

ところが，図 4の 4月 10日の感染者数は 30人
以下であり，前後でほぼ直線的に変化しているの
で，10日間の合計が 300人を大きく上回ること
は困難です。実際，1日の感染者数が 100人を超
えるためには 4月 2日頃までさかのぼる必要が
あります。おそらく，検査陽性者，発症日データ
から感染日を推定するアルゴリズムまたは入力デ
ータになんらかの問題があり，特に現在に近いと
ころで感染者数を過小評価しているものと思われ
ます。

この問題と，検査確定者数が実際の感染者数を
そもそも反映できていないという特に東京都で大
きな問題の可能性を考慮すると，東京での実効再
生産数は図 4に示されているものよりもかなり
大きく，1を有意に上回っているのではないかと
考えられます。東京における対応は現在のもので
は十分ではない，ということです。現在よりも外
出，特に出勤による移動を抑えるか，あるいは大
規模な検査と隔離によって感染拡大を抑えること
が必須と考えられます。

極めて大きな問題なのは，「専門家会議」から
このような資料がでてくる，ということです。な

図 4―図 3と同じだが，東京について＊7

＊8―https://stopcovid19.metro.tokyo.lg.jp/ から
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ぜこのようになるか，についてはいろいろな可能
性があり，単純に能力の問題かもしれないですし，
「とにかく直近での実効再生産数は 1以下に」と
いう圧力が働いている可能性も否定できません。
いずれにしても，状況を客観的に把握できていな
い，ということであるので，政府の対応の根幹が
あやういといえます。なんらかの対応が直ちに必
要です。

少し奇妙なことは，このように常に直近での実
効再生産数を過小評価してきたにもかかわらず，
政策としては 4月 6日に緊急事態宣言がだされ
るなど，十分とはいえないにしても対応が強化さ
れてきていることです。実際にはこの数値は信用
できない，ということが理解されているのかもし
れません。

まとめます。
⿠現状では，東京都の感染者データはあまり信

用ができなくなっているが，そのことを含め
て，東京都では感染拡大が続いている，とみ
るべきであり，対策の強化が必須と思われる。
⿠専門家会議の「見解」は，一貫して直近での
実効再生産数を過小評価するものとなってお
り，そのまま信頼できるものではない。この
状況への対応がより根本的に重要である。

図 5―5月 1日までの東京での陽性確定者のグラフ＊8


